
独立行政法人 水産大学校（非特定） 
 
所在地  山口県下関市永田本町２－７－１ 

電話番号 083－286－5111 郵便番号 759－6595 

         ホームページ http://www.fish-u.ac.jp/ 

根拠法  独立行政法人水産大学校法（平成 11 年法律第 191 号） 

主務府省 農林水産省水産庁増殖推進部研究指導課、大臣官房文書課（評価

委員会庶務） 

設立年月日 平成 13 年４月１日 

沿 革  昭 16.4 朝鮮総督府釜山高等水産学校 → 昭 19.4 朝鮮総督府釜山水産専門学校

（昭 20.8 解散） 

     昭 21.5農林省水産講習所下関分所 → 昭 22.4農林省第二水産講習所 → 昭 27.4

農林省水産庁水産講習所 → 昭 38.1 農林省水産庁水産大学校 → 昭 53.7 農林

水産省水産庁水産大学校 → 平 13.4 独立行政法人水産大学校 

目 的 水産に関する学理及び技術の教授及び研究を行うことにより、水産

業を担う人材の育成を図ることを目的とする。 

業務の範囲 １．水産に関する学理及び技術の教授及び研究を行うこと。２．

前号の業務に附帯する業務を行うこと。 

財務及び予算の状況 

＜資本金＞ ８，９８６百万円 

＜国有財産の無償使用＞ なし 

＜予算計画＞                      （単位：百万円） 

 
区  別 

中期計画予算 

（平成 23～27 年度） 平成 25 年度予算 

収

入 

運営費交付金 

施設整備費補助金 

船舶建造費補助金 

受託収入 

諸収入 

うち授業料収入 

   その他収入 

前年度からの繰越 

 うち人件費分 

   施設整備補助金分 

計 

       9,389 

1,215 

1,667 

654 

2,721 

2,282 

439 

－ 

－ 

－ 

15,645 

1,673 

0 

0 

133 

516 

428 

88 

102 

57 

45 

2,425 



支

出 

業務経費 

 うち教育研究業務費 

   練習船業務費 

   学生部業務費 

   企画情報部業務費 

施設整備費 

船舶建造費 

受託経費 

一般管理費 

人件費 

計 

2,666 

704 

1,703 

159 

99 

1,215 

1,667 

654 

961 

8,482 

15,645 

545 

140 

354 

32 

20 

45 

0 

133 

191 

1,510 

2,425 

＜短期借入金の限度額＞ ３００百万円 

組織の概要 

＜役員＞ （理事長・定数１人・任期４年）鷲尾 圭司（理事・定数 1 人・任

期２年）前 章裕（監事・定数２人・任期２年）（非常勤）有薗 眞琴、（非

常勤）小倉 國雄 

＜職員数＞ ２０７人（常勤職員１７２人、非常勤職員３５人） 

＜組織図＞ 
 理事長           総務部       庶務課 
 
   理事（常勤）                  経理課 
 

監事（非常勤）  
 
               企画情報部     企画調整役 
 
                         ﾏﾙﾁﾒﾃﾞｨｱﾈｯﾄﾜｰｸｾﾝﾀｰ管理役 
 
                         企画課 
 
               監査役       図書課  
 
          校長   学生部       教務課 
 
                         学生課 
 
               水産流通経営学科    学生支援課 
 
               海洋生産管理学科 
 
               海洋機械工学科 
 
               食品科学科 
 
               生物生産学科 
 
               専攻科 
 
               水産学研究科  
 
                         耕洋丸 
 
               実習教育センター  天鷹丸 
 
                         田名臨海実験実習場 
 
                         小野臨湖実験実習場 
 



中期目標

第１ 中期目標の期間

大学校の中期目標の期間は、平成２３年４月１日から平成２８年３月３１日までの５年間とする。

第２ 業務運営の効率化に関する事項

運営費交付金を充当して行う事業については、業務の見直し及び効率化を進め、中期目標期間中、

平成２２年度予算額を基準として、一般管理費については、毎年度平均で少なくとも対前年度比３％

の抑制、業務経費については、毎年度平均で少なくとも対前年度比１％の抑制を行った金額相当額以

内に抑制する。

また、給与水準については、国家公務員の給与水準を十分考慮し、手当を含め役職員給与の在

り方について厳しく検証した上で、目標水準・目標期限を設定し、その適正化に取り組むととも

に、検証結果や取組状況を公表するものとする。

総人件費についても、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平

成１８年法律第４７号）に基づく平成１８年度から５年間で５％以上を基本とする削減等の人件

費に係る取組を平成２３年度も引き続き着実に実施するとともに、「公務員の給与改定に関する

取扱いについて」（平成２２年１１月１日閣議決定）に基づき、政府における総人件費削減の取

組を踏まえるとともに、今後進められる独立行政法人制度の抜本見直しの一環として、厳しく見

直すこととする。

１ 運営の効率化

トップマネージメントによる運営体制の下、業務の更なる効率化に向け、中期計画の進行状況等

を定期的に点検し、所要の改善を図る。

独立行政法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）の評価に先立ち、自らの業務の運営状況

及び成果について、外部の者を加えた評価を厳密に実施し、その結果を公表する。

評価結果は、評価委員会の評価と併せて業務運営に適切に反映させる。また、評価システムにつ

いては、必要に応じ、所要の改善を行う。

２ 業務の効率化・透明化

業務の高度化及び効率化を図るため、職員を研修等に参加させるとともに、人事交流を行うなど、

組織として積極的に取り組む。

組織の活性化及び実績の向上を図る観点から、職員区分の違いを踏まえつつ、評価を実施し、評

価結果を踏まえた大学校の管理運営、資金の配分、処遇等に適切に反映する。

また、業務の質に留意しつつ、可能なものについては、コスト比較等を勘案し、アウトソーシン

グの活用及び官民競争入札等の導入により効率化を図る。

さらに、「独立行政法人の契約状況の点検・見直しについて」（平成２１年１１月１７日閣議決定）

に基づく取組を着実に実施することにより、契約の適正化を推進し、業務運営の効率化を図り、契

約業務における透明性を確保する。また、密接な関係にあると考えられる法人と契約する際には、

一層の透明性の確保を追求し、情報提供の在り方を検討する。

実学重視による水産業の担い手育成教育の効果を高めるために、実習教育センターにより実習の

一元管理、統一的な実習マニュアルの整備、練習船の効率的運用などを行うことにより、効率的、

効果的な実習教育を推進する。なお、実学重視による教育効果の向上、水産施策の推進の観点から、

大学校の施設等の機能を活用しつつ、独立行政法人水産総合研究センター及び水産庁等関係機関と

の連携を図る。

このほか、施設、船舶、設備等の整備改修等を計画的に行うとともに、その適切な管理及び効率



的利用に努め、教育研究の高度化・効率化に対応する。

また、資産の利用度のほか、経済的合理性といった観点に沿って、田名臨海実験実習場を廃止し

国庫納付することなどを検討し、事業規模を縮減する。その他の保有資産についても、資産の利用

度のほか、本来業務に支障のない範囲内での有効利用可能性の多寡、効果的な処分、経済合理性と

いった観点に沿って、その保有の必要性について不断に見直しを行う。

第３ 国民に対して提供するサービスその他の業務の質の向上に関する事項

１ 水産に関する学理及び技術の教育

水産資源の持続的な利用、水産業の担い手の確保、安全・安心な水産物の供給など、水産業の課

題や水産政策の方向性を踏まえつつ、水産に関連する分野を担う有為な人材を供給するため、本科、

専攻科及び研究科において、広く全国から意欲ある学生を確保し、水産業・水産政策の重要課題に

的確に対応した幅広い見識と技術、実社会でその実力を発揮するための社会人基礎力を身に付けさ

せ、創造性豊かで水産現場での問題解決能力を備えた人材の育成を図る。

また、専攻科定員配分の見直しによる水産系海技士養成の重点化、国立大学法人との連携強化に

よる教育効果の向上を図る等、水産業を担う人材の育成教育の効果的・効率的な在り方について検

討を行う。

（１）本科

本科では、水産全般に関する基本的な知識の上に、各学科の専門分野の教育・研究を体系的に

行い、水産の専門家として活躍できる人材を育成する。

この場合、諸分野が総合的・有機的に関連する水産業・水産学の特徴にかんがみ、低学年での

動機付け教育から高度の専門教育までを体系的かつ総合的に実施し、練習船、実験実習場等を活

用した実地体験型教育の充実を図りつつ、水産に関する最新の行政・産業ニーズ等の動向を的確

に反映した教育を実施する。

また、教育レベルを確保するため、外部による客観的な評価を受ける等の取組を推進する。

（２）専攻科

水産現場で不可欠な水産系海技士の育成を図るため、船舶運航、漁業生産管理、舶用機関及び

水産機械等に係る知識と技術を備えるための専門教育と、水産に係る広範な知識と技術を取得さ

せるための教育を、本科関連学科の段階からの一貫教育で実施することにより、上級海技士資格

を有する水産系海技士として活躍できる人材を育成する。

その際、すべての学生が三級海技士試験等に合格するよう努めるとともに、二級海技士免許筆

記試験受験者の８０％の合格率を目指すものとする。

時代の要請に合わせた水産系海技士の育成のため、社会的ニーズに応じた水産系海技士の養成

課程について、定員配分等の見直しを行う。

（３）水産学研究科

水産学研究科では、本科又は大学で身に付けた水産に関する専門知識と技術を基盤に、水産業

及び水産政策の重要課題解決に向け、更に専門性の高い知識と研究手法に関する教育・研究を行

い、水産業・水産行政・調査研究等において、高度な技術指導や企画・開発業務で活躍できる人

材を育成する。

２ 水産に関する学理及び技術の研究

高等教育機関として、研究は、教育と一体かつ双方向で実施すべき業務であり、「水産業を担う人



材を育成する」教育にとって重要な役割を担うものであることを踏まえたものとする。

なお、水産現場で活躍できる人材の育成を目的としていることから、その研究内容は、それに携

わる学生が、将来水産現場でそれを活かして問題解決に取り組めるよう、水産業が抱える課題への

対応を十分意識したものとする。

また、研究活動の充実に必要なインセンティブ向上等のための措置を講ずる。

（１）教育対応研究

水産に関する学理及び技術の教育に資する研究を推進する。

（２）行政・産業・地域振興対応研究活動

教育への反映とともに、行政・産業・地域振興への貢献につながる対外的な活動を推進する。

（３）共同研究等の推進

大学校の教育研究活動充実の一環として、国、地方公共団体、水産団体、大学、民間企業等と

の共同研究等を実施する。

３ 就職対策の充実

大学校で学んだ水産に関する知識や技術を就職先で活かせるよう、水産に関連する分野への就職

割合を向上させるべく、大学校を挙げて取組を充実させ、水産業及びその関連分野への就職割合が

７５％以上確保されるよう努める。

４ 教育研究成果の利用の促進及び専門的知識の活用等

（１）行政との連携

大学校は、水産業を担う人材の育成を図るため、水産に関する学理及び技術の教授及び研究を

行うことから、行政機関との密接な連携を図り、水産業・水産政策の重要課題に的確に対応する

教育研究成果の活用等を通じて、行政機関が行う水産施策の立案及び推進に協力する。

（２）業務の成果の公表・普及

水産業界や行政、試験研究、国民一般等に活用されるよう、教育研究成果の情報発信等の充実

を図る。

また、研究成果のうち特許等の知的財産権となり得るものについては、保有する目的を明確に

した上で、当該目的を踏まえつつ、登録・保有コストの削減及び特許収入の拡大を図るとともに、

その利活用等により成果の普及を図る。

（３）研修

我が国漁業者、加工・流通業者、水産関係に従事する公務員等の水産関係者への教育研修を行

うとともに、水産先進国として、諸外国の水産関係者への研修等を実施する。

また、水産高校を始めとする各種高校の生徒の研修なども積極的に受け入れることとする。

（４）公開講座等の実施

大学校の教育研究成果の普及を通じ、水産に対する理解の促進を図るため、広く国民一般を対

象とした公開講座等を開催する。

（５）その他活動の推進

国内外の大学・試験研究機関等と連携・協力を行い、大学校が実施する教育研究の深化とレベ



ルアップに努める。また、行政機関への助言、学会活動への協力等の社会的貢献活動を行う。

５ 学生生活支援等

成績優秀者等への学校表彰、学生生活に関する指導等の学生支援を進める。

また、教育研究、就職対策等の実施に当たり、企業、地方公共団体等との連携を図る。

第４ 財務内容の改善に関する事項

１ 収支の均衡

適切な業務運営を行うことにより、収支の均衡を図る。

２ 業務内容の効率化を反映した予算計画の策定と遵守

「第２ 業務運営の効率化に関する事項」及び上記１に定める事項を踏まえた中期計画の予算を作

成し、当該予算による運営を行う。

３ 授業料収入等の安定確保

学生定員の充足に努め、授業料収入の安定確保を図るほか、寄附金等による自己収入の確保に努

める。

第５ その他業務運営に関する重要事項

１ 人事に関する計画

（１）人員計画

中期目標期間中の人事に関する計画（人員及び人件費の効率化に関する目標を含む。）を定め、

業務に支障を来すことなく、その実現を目指す。

（２）人材の確保

教育職員の採用は選考によるものとするほか、国、大学、他の独立行政法人、民間研究機関等

との人事交流を行う等により、中期目標達成に必要な人材を確保する。

２ 内部統制

「独立行政法人における内部統制と評価について」（平成２２年３月独立行政法人における内部統

制と評価に関する研究会）のほか、総務省政策評価・独立行政法人評価委員会から独立行政法人の

業務実績に関する評価の結果についての意見として農林水産省独立行政法人評価委員会に通知され

た事項を参考に、内部統制の更なる充実・強化を図る。

３ 情報の公開と保護

公正で透明性の高い法人運営を実現し、法人に対する国民の信頼を確保する観点から、情報の公

開及び個人情報の保護に適正に対応する。

なお、情報の取扱いについては、情報セキュリティに配慮した業務運営の情報化・電子化に取り

組み、業務運営の効率化と情報セキュリティ対策の向上を図る。

４ 環境対策・安全管理の推進

大学校の活動に伴う環境への影響に十分配慮するとともに、事故及び災害を未然に防止する安全



確保体制の整備を行う。また、環境負荷低減のためのエネルギーの有効利用やリサイクルの促進に

積極的に取り組む。



貸 借 対 照 表

平成25年 3月31日現在

【水産大学校】

[単位：円]

資産の部

Ⅰ 流動資産

現金及び預金 656,912,267

た な 卸 資 産 45,031,041

未収金 27,847,197

流動資産合計 729,790,505

Ⅱ 固定資産

1 有形固定資産

建物 8,109,426,349

減価償却累計額 3,162,992,947 4,946,433,402

構築物 1,202,345,855

減価償却累計額 683,789,342 518,556,513

機械及び装置 1,734,011,267

減価償却累計額 597,819,419 1,136,191,848

船舶 4,670,692,832

減価償却累計額 1,865,899,147 2,804,793,685

車両運搬具 7,114,257

減価償却累計額 6,402,832 711,425

工具器具備品 2,780,755,032

減価償却累計額 2,230,003,425 550,751,607

土地 1,754,200,000

有形固定資産合計 11,711,638,480

2 無形固定資産

電話加入権 1,300,950

特許権仮勘定 1,204,557

無形固定資産合計 2,505,507

3 投資その他の資産

預託金 35,880

その他 150,000

投資その他の資産合計 185,880

固定資産合計 11,714,329,867

資産合計 12,444,120,372



貸 借 対 照 表

平成25年 3月31日現在

独立行政法人水産大学校

[単位：円]

負債の部

Ⅰ 流動負債

運営費交付金債務 321,092,186

預り寄付金 1,504,756

未払金 312,601,757

前受金 57,682,597

預り金 35,212,606

流動負債合計 728,093,902

Ⅱ 固定負債

資産見返負債

資産見返運営費交付金 254,102,008

資産見返寄付金 14,610,846

資産見返物品受贈額 43,372,417

特許権仮勘定見返運営費交付金 1,204,557

固定負債合計 313,289,828

負債合計 1,041,383,730

純資産の部

Ⅰ 資本金

政府出資金 8,986,424,208

資本金合計 8,986,424,208

Ⅱ 資本剰余金

資本剰余金 10,114,816,482

損益外減価償却累計額 ▲7,727,573,005

損益外減損損失累計額 ▲1,177,050

資本剰余金合計 2,386,066,427

Ⅲ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 10,545,808

積立金 8,389,548

当期未処分利益 11,310,651

（うち当期総利益11,310,651 ）

利益剰余金合計 30,246,007

純資産合計 11,402,736,642

負債純資産合計 12,444,120,372



損 益 計 算 書

自 平成24年 4月 1日 至 平成25年 3月31日

独立行政法人水産大学校

[単位：円]

経常費用

教育研究業務費

給与手当 1,006,104,547

退職金費用 311,570,115

その他人件費 78,097,014

消耗品費 95,156,206

備品費 27,002,425

減価償却費 47,432,733

保守・修繕費 149,919,485

水道光熱費 169,079,342

その他経費 325,520,388 2,209,882,255

一般管理費

役員報酬 25,308,343

給与手当 109,472,506

退職金費用 37,528,471

その他人件費 37,730,645

消耗品費 3,174,758

備品費 869,400

減価償却費 5,885,022

保守・修繕費 36,999,398

水道光熱費 3,037,969

その他経費 43,330,970 303,337,482

経常費用計 2,513,219,737

経常収益

運営費交付金収益 1,701,228,963

施設費収益 98,217,069

事業収益

授業料等収入 549,479,200

その他事業収入 12,309,558 561,788,758

受託収益

政府受託収入 28,713,449

地方公共団体受託収入 5,950,000

その他受託収入 48,229,645 82,893,094

補助金等収益 18,845,533

寄付金収益 1,611,469

固定資産見返戻入益

資産見返運営費交付金戻入 43,985,586

資産見返物品受贈額戻入 686,364

資産見返寄付金戻入 2,751,610 47,423,560

雑益

雑益 8,349,812

経常収益計 2,520,358,258

経常利益 7,138,521

臨時損失

固定資産除却損 1,049,010

臨時利益

資産見返運営費交付金戻入 721,560

資産見返寄付金戻入 327,450 1,049,010

当期純利益 7,138,521

前中期目標期間繰越積立金取崩額 4,172,130

当期総利益 11,310,651
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